別記様式（第９条関係）
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　国立大学法人筑波大学利益相反規則第５条の規定に基づき、以下のとおり申告します。

１　申告対象期間　　平成　年４月１日～平成　年３月３１日

２　産学官連携活動に係る個人的な利益の内容（配偶者及び生計を一にする二親等内の親族を含む。）
	企業等の名称

及び住所
	法人と企業等との関係（該当するものに○を付す。アからウの関係は、申告対象期間以前の関係も含む。）

	
	
	ア　法人の研究成果の移転を受けている。



	
	
	イ　法人と共同研究、受託研究、技術指導、奨学寄附金などにおいて契約関係がある。

	
	
	ウ　法人に対して、製品又はサービスを提供する関係にある。

	
	利益の種類（該当するものに○を付す。）
	金額等（金額又は株式等の保有数等を記入する。）

	
	
	兼業によるもの(a)
	(円)

	
	
	研究成果の実施料若しくは売却によるもの(b)
	(円)

	
	
	株式等
	


（注）
１．企業１社について１枚に記入する。

２．本様式に記入を必要とする個人的な利益のうち金銭的な利益については、同一の年度内に企業等から得たこれらの個人的な利益が合計１００万円以上であるときに限る（単一の企業等の場合のみならず複数の企業等から個人的な利益を得た結果、同一の年度内にこれらの企業等から得た利益の合計が１００万円以上である場合を含む。）
３．個人的な利益については、職員等本人のみならずその配偶者及び生計を一にする二親等内の親族が得た場合も報告義務の対象となっており、これらの場合は、自己申告書の様式中「金額等」の項のそれぞれ該当する欄に、かっこ書き<<（配偶者及び生計を一にする二親等内の親族○○○○円）又は（配偶者及び生計を一にする二親等内の親族○○株）>>により、金額又は株式保有数等を記入するものとする。
４．株式等とは、未公開株式か公開株式かを問わない。ただし、公開株式にあっては、発行済み株式総数の５％以上を保有する場合に限る。また、新株予約権、合同・合名・合資会社を包含する持分会社の持分等を含む。金額等の記入に当たっては、これらの種類を記載するとともに、株式又は新株予約権にあっては株式数を、合同会社等の持分にあっては金額を記入するものとする。

